
様式９（添付１－３） 

 

令和４年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
地方公共団体名【 千葉県教育委員会 】  

 

  

令和４年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

「外国人児童生徒等教育の方針」を基に、庁内、部局及び関係団体との連携を推進し、市町村教育委員会及

び県立学校への支援を拡充し、指導力向上、校内体制の整備、個に応じた支援、調査・研究等も含めて、積極

的に取り組んだ。 
 

 

 

 

 

   

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

（２）拠点校による指導体制の構築と研究 

【拠点校】 

・日本語指導が必要な生徒に対する手厚い支援を行う学校 

・自校の生徒への支援とともに、他校に対する支援も行う中心校 

・他校への支援や研究の成果を県内に広めていくなど拠点として 

役割を担っていく 

 

 

  

     

 

   

 

拠点校３校による調査・研究と支援、他の県立学校への

成果の普及、支援方法の検討等 

・拠点校への相談員支援コーディネーターの配置（外国

人児童生徒等の日本語能力の育成に向けた指導体制、指

導方法、指導計画、指導教材の実践・研究・開発。） 

・翻訳システムの効果的な活用の研究 

・外国人生徒等教育研究協議会の実施（年１回） 

学習指導課・拠点校３校による調査・研究の報告、他の

県立学校への周知、支援方法の検討（年間２回） 

県教育委員会 
外国人児童生徒等の受入れに

関する運営・連絡協議会 

拠点校 
準備協議会 

日本語指導担当者 
連絡協議会 

日本語 
指導者研修（初級・

中級・中核リーダー） 

運営・連絡協議会事務局 

上記協議会の事務局【担当課】教育政策課、生涯学習課、 

◎学習指導課、児童生徒安全課、特別支援教育課、教職員課 

拠点校における
取組・ 

研究協議会 

年２回実施：オンライン実施 

講師：大学教授、関係団体代表、拠点校代表、 

先進自治体代表等 

日本語指導担当教員対象の研修 

（初級：１年目、中級：２～５年目、

中核リーダー：６年目以上） 

帰国・外国人児童生徒等の受入れに関する運営・連絡協議会 

【委員】大学教授・市町村教育委員会・国際交流協会・ＮＰ

Ｏ団体・小中高等学校関係者・知事部局関係課・教育庁関係

課等 

 

翻訳システム 

校内体制整備 

学校生活支援 

進路相談 

の充実 

相談役 

調査・研究 

相談員派遣 

日本語指導 

（遠隔教育等） 

家庭への支援 相談・支援・指導 

県立学校への支援 



２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項 

（１）地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

ア 外国人児童生徒等の受入れに関する運営・連絡協議会（有識者会議）（令和４年１０月） 

イ 日本語指導担当者連絡協議会（オンライン開催 第１回：令和４年９月 第２回：令和５年１月） 

  ・市町村教育委員会担当者 

  ・日本語指導担当者（小・中・高・特支の教員、各学校に派遣される支援員等） 

  ・行政説明、講師による講義、事例協議、情報交換等 

ウ 日本語指導初級指導者研修（第 1 回：令和４年７月  第２回： 令和４年１１月） 

  ・日本語指導経験が１年目の教員を対象（加配教員、各学校で対応している教員） 

 エ 日本語指導中級指導者研修（第 1 回：令和４年７月  第２回： 令和４年１１月） 

  ・日本語指導経験が２～５年目の教員を対象（加配教員、各学校で対応している教員） 

 【内容】日本語指導法の改善と工夫、事例研究・協議、実践報告、専門家の講義等 

 オ 日本語指導中核リーダー研修（令和４年８月） 

   日本語指導の中核リーダーとなる教員の養成 

カ 拠点校準備協議会（第１回：令和４年７月、第２回：令和５年１月） 

  ・拠点校の日本語指導における現状と課題についての分析・調査、研究方法の確認 

  ・他の県立学校への周知、連携方法の確認 

  ・調査・研究成果等のまとめ作成と普及 など 

  ※ 第２回は外国人生徒等教育研究協議会を兼ねる。 

キ 外国人生徒等教育研究協議会（令和５年１月） 

  ・拠点校の日本語指導の研究授業 

  ・拠点校の外国人生徒等教育の校内体制について（講話） 

  ・外国人生徒等の見立てについて（講話） 

・特別の教育課程の実施に向けて 

・拠点校の使用テキスト、配布プリント等についての展示 など 

 

（２）学校における指導体制の構築 

ア 外国人特別入試選抜を実施している学校のうち、在籍する外国人児童生徒等が多く指導実績の豊富な３校を令和

４年度拠点校に指定 

（ア） 千葉県立生浜高等学校 三部制の定時制の課程（普通科） 

     日本語指導が必要な外国人児童生徒等に対して、日本語指導の学校設定科目「日本語基礎」を設定し、個別の

見立てシートを作成し指導している。また、授業前の生活相談等も実施している。 

（イ） 千葉県立市川工業高等学校 定時制の課程（工業科） 

     日本語指導が必要な外国人児童生徒等に対して、日本語指導の学校設定科目「日本語基礎」を設定し、個別の

見立てシートを作成し指導している。また、授業前の生活相談等も実施している。 

（ウ） 千葉県立佐倉南高等学校 三部制の定時制の課程（普通科）    

     日本語指導が必要な外国人児童生徒等に対して、授業前に週１回の日本語指導の時間を設けて、日本語指導及

び生活指導等を実施している。 

イ 拠点校への支援 

（ア） 相談員派遣事業の拡充及び優先的な予算配備 

（イ） 研究推進のため先進的取組を実施している学校や自治体への視察、研修会のための旅費や研修会参加費の支給 

（ウ） 教材教具作成のための消耗品や書籍購入、翻訳システムの導入により指導力向上のための支援 

（エ） 勤務日数の多い相談員支援コーディネーターを配置及び相談員の連携等校内体制の整備による外国人児童生徒 

等教育相談員派遣校との連携を図った。 

ウ 拠点校の役割 

（ア） 日本語指導の充実（始業前や放課後の補習 ※これまでの取組を実施） 

（イ） 校内支援体制の構築（日本語指導全体計画、個別の支援計画の作成、翻訳システムの活用法研究、コーディネ 

ーターによる組織作りのための指導） 

（ウ） 外国人児童生徒等教育に関する在り方の研究と研究成果の県内県立学校への周知と連携 

エ 拠点校での調査、研究 

（ア） 各県立高等学校へのアンケート調査結果を教育委員会及び拠点校で共有し、県内の指導体制について情報共有 

を図った。 

（イ） 県内の指導体制を踏まえ、各校で研究に取り組むとともに、県立高等学校へ助言等を行った。 

オ 外国人特別入学者選抜を行っている学校への支援 

   情報機器による翻訳システムの導入を行った。 



（３）「特別の教育課程」による日本語指導の実施  

ア 特別の教育課程の実施の拡充 

   年度当初に県内の公立小中・義務教育学校に教育課程の編成と実施についての周知と依頼を行っ

た。 

イ 高等学校における特別の教育課程における日本語指導の実施要項の策定及び周知 

   令和４年１１月に特別の教育課程における日本語指導の実施要項を策定し、県立高学校への周知

を行った。また、県立高等学校教頭・副校長会議等においても、制度について周知をし、令和５年度

からの実施に向けての体制を整備した。 

 

（４）成果の普及 

１ 情報提供 

・県教育委員会のホームページに、外国人児童生徒等に対する指導マニュアルの電子版として、支援 

サイトを構築し、県民への周知を図った。 

・調査・研究における成果と課題、日本語指導における各事業の案内、学習指導案や教材、実践等を 

掲載した。 

・各市町村教育委員会、事業に係る連携外部機関等に周知した。 

２ 研修会等における周知 

・研修会において、調査・研究における成果と課題の発表・協議等を行い、周知した。 

・日本語指導に係る連絡協議会等において、調査・研究における成果と課題の発表・協議等を行い 

周知した。 

 

（７）ICTを活用した教育・支援 

１ 拠点校及び外国人特別入学者選抜実施校における翻訳システムの導入 

  拠点校３校及び外国人特別入学者選抜実施校１０校にて活用した。相談員の不在時や生徒指導にお

ける緊急対応や保護者対応のために活用した。また、放課後や始業前の補習でも活用した。相談員支援

コーディネーターが配置されている拠点校には各２台、外国人特別入学者選抜を実施している学校に

は、各１台ずつ貸与した。 

２ 効果的なオンライン研修・協議会の実施 

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年度にはすべての研修をオンラインで実施してい

たが、令和４年度においてはその一部を参集型で行った。 

多くの関係機関や広い地域に係る連絡協議会等においては、多くの参加を促すために引き続きオン

ラインにて実施した。 

 

（１０） 日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

１ 相談員支援コーディネーター配置事業 

  外国人児童生徒等教育の拠点校に、日本語指導、授業支援、キャリア支援など、外国人児童生徒等教

育中心となる、生徒の母語を理解する者を、相談員支援コーディネーターとして配置した。 

【令和４年度】  予算：約 236 万円 

  派遣校：３校（高等学校３校） 

【業務】 

（１）教育相談員の業務 

（２）外国人児童生徒等の日本語能力の育成に向けた指導体制、指導方法、指導計画、指導教材の研究・

開発 

（３）他の県立学校への周知、支援 

 【勤務形態】 

・週３日で１２時間以内、年間の日数は各学校からの申請に基づく。 

 

２ 外国人児童生徒等教育相談員派遣事業 

  日本語指導を必要とする外国人生徒が在籍する県立学校（高等学校・特別支援学校）に対して、生徒

の母語を理解する者を、外国人児童生徒等教育相談員として派遣した。 

 【令和４年度実績、令和５年度予定】 

○令和４年度実績 

派遣校：40 校（高等学校 29 校：全日制 21 校 定時制 8 校 特別支援学校 11 校） 

  対象児童生徒：300 名（高等学校 272 名：全日制 138 名 定時制 134 名 特別支援学校 28 名）   

○令和４年度予算：約 1,775 万円 



 【業務】 

①放課後や始業前の補習等の実施 

  ②教員と外国人児童生徒等及び保護者とのコミュニケーションの円滑化 

  ③日本語指導  

④教育相談  

⑤日本の生活への適応指導 

  ⑥学校と本人、保護者との連絡・面談・調整（通訳・翻訳） 

  ⑦国際理解教育関係の授業・行事等の補助 

  ⑧他校への派遣 

 【勤務形態】 

  ・週１日で４時間以内、年間の日数は各学校からの申請に基づく。 

  ・拠点校には、優先的に予算を充てる 

３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 
実施事項（１） 
○成果 
１ 教員や支援員、相談員の指導力向上 
２ 支援体制の整備、構築 
３ 調査・研究の推進 
○課題 
１ 外国人生徒等教育研究協議会において、外国人生徒等教育に携わる教諭等とコーディネー

ターが直接関わる時間を設定できたことにより、コーディネーターとしての役割の明確化を
図ることができた。 

２ 外国人生徒等への支援体制については、学校間の格差が大きく、格差を埋めるための施策
が必要である。 

 
実施事項（２） 
○成果 
１ 外国人児童生徒等教育相談員派遣事業の充実 
２ 校内体制の整備 
３ ＩＣＴ機器の効果的な活用 
４ 外国人児童生徒等教育の研究成果の共有 
○課題 
１ 外国人生徒等教育研究協議会において、外国人生徒等教育に携わる教諭等とコーディネーターが直接関
わる時間を設定できたことにより、コーディネーターとしての役割の明確化を図ることができたが、令和
５年度はこういった取組をより充実していく必要がある。 

２ 外国人生徒等への支援体制については、学校間の格差が大きく、格差を埋めるための施策
が必要である。 

 
実施事項（３） 
○成果 
１ 特別の教育課程の実施が必要なことの周知を行ったことにより、その対象となる日本語指

導が必要な児童生徒に対して、指導者の役割が明確化され、学校全体としての支援体制が構
築された。 

２ 特別の教育課程の実施により、その対象となる日本語指導が必要な児童生徒の日本語能力
の向上、学習に対する意欲や適応能力等が定着した。 

３ 県立高等学校においても、新しい制度について周知が図れ、次年度に向けての体制整備を
行うことができた。 

○課題 
１ 「日本語指導が必要な児童生徒」が在籍している全ての学校で、特別の教育課程を編成するように指導

を徹底していく。 
２ 特別の教育課程の編成だけでなく、個別の支援計画がつくれるよう研修等をおこなっていく。 
３ 学校に対して特別の教育課程等の編成について、指導ができるように、市町村教育委員会指導主事及び
教育事務所指導主事の資質能力向上が必要である。 

４ 県立高等学校においては、年度当初に改めて周知を行う等、円滑な実施に向けて施策が必要である。 



取組（４） 
○成果 
１ ホームページによる情報提供により、 県内のみならず全国に発信でき、県外との情報交換や協議等も
可能となった。 

２ さまざまな資料等を掲載し、簡単にダウンロードすることもできるようになった。 
３ 研究会等における発表や協議をとおして、学校・教員・支援員・教育委員会等、組織や個人に還元され
て、事業の推進、改善等に役立った。 

○課題 
１ ホームページを活用した発信をより充実したものしていくために、対象を明確にして、情

報提供を進めていく。 
２ 各学校の取組の成果を積極的に活用し、ホームページに掲載していく。 
 
取組（７） 
○成果 
１ 翻訳システムを活用することで、相談員が不在の際、対応することができるだけでなく、多

様な言語に対応することができた。 
２ 事務室等について、保護者対応に活用できただけでなく、生徒面談の際にも活用すること

ができた。 
３ 入学者説明会等で、相談員等で対応が難しい言語についても対応することができた。 
４ 参集型とオンライン型を適切に組み合わせることにより、効果的な研修を実施するととも

に、多くの関係者に参加していただくことができた。 
○課題 
１ 教員が活用の主体となっているが、生徒が活用できる機会を増やすことで、活用の機会が

広がる。 
２ 外国人特別入学者選抜実施校が今後、増加することが見込まれるので、導入されるすべて

の学校に配備できるように努めていく。 
３ 参集型とオンライン型を適切に組み合わせることにより、今後も協議会や研修会へのより

一層多くの参加を期待したい。 
 
取組（１０） 
○成果 
１ 母語のわかる相談による支援により、日本語の理解が向上し、学校生活や人間関係における不安が解消
される等、安心して学校生活を送ることができた。 

２ 母語だけでなく文化や歴史など、出身地域への理解もあるため、母語を生かしながら、日本語の理解を
深めることができた。 

３ 多様なニーズに対応して、進路実現に取り組むことができた。 
４ 日本語の理解が難しい保護者に対しても通訳や翻訳等を通して、教育についての理解を深めてもらうこ
とで、信頼関係が深まった。 

５ 拠点校による研究成果を県立学校に周知し、研究成果の共有が図られた。 
６ 外国人児童生徒等教育について、相談委支援コーディネーターを通して、県立学校の連携が図られた。 
○課題 
１ 外国人児童生徒等教育相談員による支援は、外国人児童生徒等の増加により、各学校にお

いてさらに必要になってくる。 
２ 必要な言語が多岐にわたるようになり、相談員を見つけるのが難しくなってきている。「相

談員を担うことのできる人材をどのように見つけていくか」が課題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 



本事業で対応した幼児・児童

生徒数 

 

幼稚園等 小学校 中学校 
義務教育 

学校 
高等学校 

中等教育 

学校 

特別支援 

学校 

人 

（   園） 

 

253 人 

（  32校） 

 

89 人 

（ 15校） 

   人 

（   校） 

  272 人 

（ 29校） 

     人 

（   校） 

 

28 人 

（ １１校） 

 

うち、特別の教育課程で指導

を受けた児童生徒数 
 

 

253 人 

（ 32校） 
 

 

84 人 

（ 15校） 

 

 

人 

（   校） 
 

 

人 

（   校） 

 

 

人 

（   校） 
 

 

人 

（   校） 

 

４．その他（今後の取組予定等） 
急速に増え続ける外国人児童生徒等に対して、「外国人児童生徒等教育の方針」を基に、関係機関

との連携の下、外国人児童生徒等に対する支援体制のより一層の充実を図っていく。 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 

※ 事業内容報告書の概要は、担当者・連絡先欄を除き、様式９（添付１）の５．成果イメージ資料のポンチ絵と

併せて、文部科学省ホームページで公開する。  


